
2007 APEC Clean Fossil Energy Technical and Policy Seminar

1. 巻頭言 
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米国DOEのCCT実証プロジェクト 

4. 地球温暖化問題 

 

 ・ （1）気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第4次評価報告書 

　　第1作業部会報告書（自然科学的根拠）の公表について 

（2）我が国の温室効果ガス排出量の実態及び京都議定書 

　　目標達成計画について 

（1）平成18年度伊木賞の表彰式 

（2）米国SES社が中国に石炭ガス化プラントの建設開始 
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スペシャルレポート 
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計画別プロジェクト・ファクトシート 

プロジェクト 参加者 状況＊ 



スペシャルレポート 



1）のよう
にø （高圧、高温、高水素濃度）を必要としないた
め、設備の簡素化および水素使用量削減による省コス
ト、高効率化を実現可能である。また、石炭急速熱分解
技術（多目的石炭転換技術＝通称CPX）

2）3） ζ顳 1997年より小型試験装置を用いた基礎
試験、引き続き1999年よりプロセス開発試験装置（PDU）
による反応確性試験を実施した。また、2003年12月より
実用化へ向けた技術評価のため、パイロットプラントに
よる試験研究段階（通称ECSY
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（財）石炭エネルギーセンター 　技術開発部　













　報告書の主な結論

　同報告書SPM （ のうち、
1996年を除く11年の世界の地上気温は、
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地球温暖化問題 











地球温暖化問題 

5　運輸部門における排出量推移

6　業務部門における排出量推移



地球温暖化問題 

7　家庭部門における排出量推移

8　代替フロン等3ガスのる排出量推移



JCOALの海外石炭情報 

　2．開催場所

　ベトナム社会主義共和国ハノイ市ホライゾンホテル

　3．主催及び後援

（主催）
・APEC化石エネルギー専門グループ（EGCFE）（ステア
リングコミッティー）
・日本経済産業省 （METI）
・ベトナム工業省（MOI）
・米国エネルギー省（DOE）

（後援）
・新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO技術開
発機構）
・太平洋コールフロー推進委員会（JAPAC）
・ベトナム VINACIMIN
・米国エネルギー省国立エネルギー技術研究所
（National Energy Technology Laboratory : NETL）
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写真1　会場となったハノイホライゾンホテル





　1．平成18年度伊木賞を決定し表彰

　「伊木賞」は、我が国の石炭技術の進展並びに後進の指
導・育成に尽力された、元全国炭鉱技術会会長　伊木正
二工学博士（東京大学名誉教授）の功績を末永く顕彰し、
より一層の石炭技術の向上に資することを目的として、
平成9年3月14日に設立され、功績賞と奨励賞が設けられ
ている。
　伊木賞委員会（委員長：安藤勝良）流を積極的に推進し、「炭鉱技術海外移転5ヵ年事

業」の開始に当たっては中国側での準備に奔走し、
当事業の立ち上げに大きく貢献した。事業開始後は
運営委員会の折 そ会機能確の卵取掠曽み 尽力は

遣研修でも鉱志〓 ょ の

ントを建設する計画を発表した。
　このプラントは、ノルウェーのクリーンエネルギーグ
ループであるSargasが開発した煙突中の排ガスからCO

2

を95％以上回収（N2Oも回収可能）する新しい技術が採用
されることになっている。





JCOALだより 

ネルギーの多様化を進め、クリーンな石炭の利用、原子
力エネルギー、および再生可能エネルギーなどのクリー
ンな代替エネルギーの用途拡大や、エネルギー産出国で
の投資の改善などが、日米相互のエネルギー安全保障
や、地球環境問題にとって不可欠との考え方で一致し
た。
　原子力分野では、長年に渡る原子力エネルギー分野で
の協力関係を認識し、新しい原子力発電所の建設につい
て協力して行く方針が示された。
　また、クリーンな石炭の利用については、米国主導の
CO
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回収・貯留（CCS）プロジェクト「FutureGen計画」に日





「JCOAL Journal」は石炭分野の技術革新を目指す（財）石炭エネルギーセンターが発行する情報誌です。 
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